
　・誓約書（添付様式第１ー１号）

山梨県中小企業等生産性向上補助金活用サポート事業費補助金

申請要領

　本補助金は、エネルギー価格や物価高騰に直面する中小企業者等の生産性向上を図るため、中小企業者等が補
助制度の申請に関する手続について、行政書士等に申請代理を委任する際に要する経費に対して助成するもので
す。補助金の交付に関しては、山梨県補助金等交付規則、山梨県中小企業等生産性向上補助金活用サポート事業
費補助金交付要綱（以下「要綱」という。）に規定するもののほか、この要領に定めるものとします。

【申請受付について】

申請受付期間： 令和８年６月１５日(月) ～ 令和８年８月３１日(月)

提 出 書 類 ： ①補助金交付申請書（様式第１号）

（添付書類）

【補助対象者等について】

　・申請代理によって申請した助成制度の交付申請書の写し

　・行政書士（社会保険労務士）と締結した契約書等の写し

　・行政書士（社会保険労務士）との契約時に提示された見積書の写し

　・申請手続に関する行政書士（社会保険労務士）への委任状の写し

②事前着手届（様式第６号）

③実績報告書（様式第７号）

申請書提出先：
（問い合せ先）

〒４００－８５０１
山梨県甲府市丸の内１－６－１
山梨県 産業政策部 産業政策課　産業企画担当
電話　０５５－２２３－１５３２
（平日８時３０分～１７時１５分　土日祝・年末年始を除く）

提出先方法： 郵送または持参

（添付書類）

　・行政書士（社会保険労務士）へ支払ったことが分かる書類

補助対象経費： 行政書士等に補助制度の申請に関する手続の申請代理を委任するために要する経費

注 意 点 ： ✓補助対象期間内に補助制度の交付申請を行ったものが対象となります。
✓他の補助制度と併用して交付を受けるものは対象外となります。
✓行政書士（社会保険労務士）からの見積書に
　「この契約は、山梨県生産性向上補助金サポート事業を活用しています。」
　と記載があるものは対象外となります。

補助対象者： 山梨県内に補助対象事業を実施する事業所を有する中小企業等※２

※２　別表１の補助制度を申請する者を指します。

補助対象期間： 令和８年４月１日(水) ～ 令和８年６月３０日(火)※３

補 助 率 等 ： 別表１のとおり

※３　この期間内に、別表１の補助制度の交付申請手続きを行ったものが対象となります。

行政書士（社会保険労務士）への支払いが終わっている場合 ⇒ ①②③を提出してください。

行政書士（社会保険労務士）への支払いが終わっていない場合 ⇒ ①②を提出してください。
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